
令和６年第２回教育委員会会議 報告事項（１） 

教育委員会の権限事務に係る教育長の臨時代理（県議会議案「令和６

年度沖縄県一般会計予算（甲第１号議案）」及び「令和５年度沖縄県一

般会計補正予算（甲第 25 号議案）」に対する意見） 

 

総務課 

 

１ 概 要 

 令和６年第１回沖縄県議会（２月定例会）に知事が提出した議案「令和６年

度沖縄県一般会計予算（甲第１号議案）」及び「令和５年度沖縄県一般会計補正

予算（甲第 25号議案）」に係る地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29

条の規定に基づく意見聴取に対する回答について、教育委員会会議を開催する

時間的余裕がなかったことから、令和６年２月７日に沖縄県教育委員会の議決

事項及び教育長に委任する事項等に関する規則第７条第１項に基づき、教育長

による臨時代理により回答した。 

 

２ 教育委員会所管の予算（案）の概要 

⑴令和６年度当初予算（案） 

(千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 △ 減 額 増△減率

教育委員会所管予算 178,272,923 170,505,842 7,767,081 4.6%

(内訳）

（款）教育費 178,208,983 170,442,026 7,766,957 4.6%

（款）災害復旧費 63,940 63,816 124 0.2%

区分

 

 

⑵令和５年度２月補正予算（案） 

区分 既 決 予 算 額 今 回 補 正 額 改 予 算 額

教育委員会所管予算 170,999,723 △ 1,442,008 169,557,715

(内訳）

（款）教育費 170,935,907 △ 1,442,008 169,493,899

（款）災害復旧費 63,816 0 63,816

 
３ 臨時代理した意見の内容 

 議案「令和６年度沖縄県一般会計予算（甲第１号議案）」及び「令和５年度沖

縄県一般会計補正予算（甲第 25号議案）」の教育委員会所管の予算については、

所要額が措置されており、異議がない旨を回答した。 





１．予算概要
(千円）

対 前 年 度

増 △ 減 額 増△減率

教育委員会　計 7,767,081 4.6%

(内訳）

（款）教育費 7,766,957 4.6%

（款）災害復旧費 124 0.2%

（目的別内訳） (千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 △ 減 額 増△減率

（款）教育費 178,208,983 100.0% 170,442,026 100.0% 7,766,957 4.6%

（項）教育総務費 17,999,182 10.1% 15,510,625 9.1% 2,488,557 16.0%

（項）小学校費 57,443,994 32.2% 55,917,124 32.8% 1,526,870 2.7%

（項）中学校費 36,623,003 20.5% 35,887,289 21.0% 735,714 2.1%

（項）高等学校費 45,055,403 25.3% 43,259,786 25.4% 1,795,617 4.2%

（項）特別支援学校費 18,715,862 10.5% 17,431,486 10.2% 1,284,376 7.4%

（項）社会教育費 1,720,428 1.0% 1,650,997 1.0% 69,431 4.2%

（項）保健体育費 651,111 0.4% 784,719 0.5% △ 133,608 △17.0%

（款）災害復旧費 63,940 0.0% 63,816 0.0% 124 0.2%

（項）教育施設災害復旧費 63,940 0.0% 63,816 0.0% 124 0.2%

教育委員会　計 178,272,923 100.0% 170,505,842 100.0% 7,767,081 4.6%

（性質別内訳） (千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 △ 減 額 増△減率

　義務的経費 155,695,278 87.3% 152,761,939 89.6% 2,933,339 1.9%

　　（うち人件費） 149,808,282 84.0% 146,861,733 86.1% 2,946,549 2.0%

　　（うち扶助費） 5,886,996 3.3% 5,900,206 3.5% △ 13,210 △ 0.2%

　投資的経費 10,209,082 5.7% 7,235,820 4.2% 2,973,262 41.1%

　その他の経費 12,368,563 7.0% 10,508,083 6.2% 1,860,480 17.7%

計 178,272,923 100.0% 170,505,842 100.0% 7,767,081 4.6%

（財源内訳） (千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 △ 減 額 増△減率

　国庫支出金 39,150,066 22.0% 36,739,661 21.5% 2,410,405 6.6%

　県債 4,351,000 2.4% 1,990,800 1.2% 2,360,200 118.6%

　その他の特定財源 7,853,913 4.4% 7,213,914 4.2% 639,999 8.9%

　一般財源 126,917,944 71.2% 124,561,467 73.1% 2,356,477 1.9%

計 178,272,923 100.0% 170,505,842 100.0% 7,767,081 4.6%

令和６年度当初予算（案）の概要（教育委員会所管）

区分
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

178,272,923 170,505,842

178,208,983 170,442,026

63,940 63,816

区分

区分

区分



（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

ソ 1 バス通学費等支援
事業

393,103 396,983 県内国公立の高等学校及び通学
区域が全県域の中学校に在籍す
る低所得世帯の生徒のバス通学
費等を支援に要する経費

教育支援課

2 高等学校等奨学の
ための給付金事業

1,379,223 1,388,832 低所得世帯に対し、高校生に係
る教育費負担の軽減を図るため
の給付金の給付に要する経費

教育支援課

3 県外進学大学生支
援事業

95,110 89,230 県外難関大学へ進学する者に対
する奨学金の給付に要する経費

教育支援課

4 離島高校生修学支
援事業

27,467 26,753 高校未設置離島出身の高校生の
居住及び通学等に係る費用の補
助に要する経費

教育支援課

5 県立高等学校端末
購入補助事業

179,880 188,745 県立高等学校のおける端末を活
用した学習を推進するため、全
ての生徒の端末購入費用の一部
を補助するための経費

教育支援課

☆ 6 公立学校情報機器
整備事業

1,554,509 0 公立学校における1人1台端末整
備（市町村との共同調達）のた
めの経費

教育支援課

ハ 7 公立学校施設整備
事業（公共投資交
付金）

2,105,723 2,105,723 市町村立学校の校舎等施設整備
に要する経費

施設課

ハ 8 県立学校等施設整
備

5,146,096 3,234,383 県立中学校、高等学校及び特別
支援学校の校舎等施設整備に要
する経費

施設課

ハ 9 中部Ａ特別支援学
校（仮称）整備費

271,895 85,770 中部Ａ特別支援学校（仮称）の
実施設計に要する経費

施設課

☆ 10 県立学校施設適正
管理推進費

498,010 0 県立学校施設等を長寿命化し、
機能確保・向上を図るために要
する経費

施設課

ソ 11 複式学級教育環境
改善事業

20,238 23,809 複式学級を有する小学校に対す
る学習支援員の派遣及び教職員
の研修会派遣に要する経費

学校人事課

（ 教 育 委 員 会 ）

令和６年度当初予算（案）　主な事業の概要（部局別）

事 業 概 要 所管課

☆：新規事業 ◎：拡充事業 ソ：ソフト交付金事業 ハ：ハード交付金事業 強：各省計上強化枠事業



（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

令和６年度当初予算（案）　主な事業の概要（部局別）

事 業 概 要 所管課

☆：新規事業 ◎：拡充事業 ソ：ソフト交付金事業 ハ：ハード交付金事業 強：各省計上強化枠事業

◎
強

12 教員業務支援員配
置事業

458,767 107,113 教員の負担軽減を図るため、
①公立小・中学校に教員の業務
を補助する教員業務支援員を配
置する市町村への補助に要する
経費
②教員の業務を補助する教員業
務支援員の県立学校への配置に
要する経費

働き方改革推進課

強 13 こころの健康づく
り支援事業

19,576 22,663 教職員のメンタルヘルス対策の
ため、相談対応、研修会開催、
休職者の療養支援及び国の調査
研究事業等の実施に要する経費

働き方改革推進課

ソ 14 国際性に富む人材
育成事業

157,357 129,313 グローバルな視点を持つ人材育
成に向けた高校生の長期海外留
学、短期海外研修及びオンライ
ン国際交流等に要する経費

県立学校教育課

ソ 15 キャリア・ビルド
アップ事業

275,303 303,768 キャリア教育の充実を図り、進
路決定率の向上を図ることを目
的に、生徒の早期進路決定を促
進するための支援に要する経費

県立学校教育課

◎
強

16 スクールカウンセ
ラー・スクール
ソーシャルワー
カー等配置事業

471,704 275,936 いじめの未然防止、早期発見・
早期対応等を図るため、スクー
ルカウンセラー及びスクール
ソーシャルワーカー配置等に要
する経費

県立学校教育課、
義務教育課

17 学力向上学校支援
事業

5,925 5,925 本庁指導主事等による児童生徒
の学力向上に向けた小・中学校
への支援訪問及び学校運営アド
バイザーの配置に要する経費

義務教育課

ソ 18 校内自立支援室事
業

225,819 149,301 不登校児童生徒及び登校できる
が教室に入れない児童生徒への
多様な学習の機会を確保するた
めの学習支援員の配置等に要す
る経費

義務教育課

ソ 19 教員アドバンス事
業

7,134 7,697 児童生徒の資質・能力と確かな
学力の育成や小中の学びを繋ぐ
ため、指導方法を改善する研究
会を実施し、教員の指導力向上
を図り、授業改善の推進に要す
る経費

義務教育課

20 市町村幼児教育支
援事業

10,960 10,397 県内の幼児教育の質の向上を図
るための幼児教育アドバイザー
の活用等に要する経費

義務教育課



（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

令和６年度当初予算（案）　主な事業の概要（部局別）

事 業 概 要 所管課

☆：新規事業 ◎：拡充事業 ソ：ソフト交付金事業 ハ：ハード交付金事業 強：各省計上強化枠事業

☆ 21 学校問題解決支援
事業

4,986 0 保護者や地域住民からの過剰な
苦情や不当な要求等の学校のみ
では解決が難しい事案の解決に
むけて、学校問題解決支援コー
ディネーターの設置及び専門家
の活用等学校支援に要する経費

義務教育課

◎
強

22 スポーツ振興事業
費

194,704 150,080 学校体育関係団体への補助、運
動部活動指導員等の派遣及び各
種講習会の開催等に要する経費

保健体育課

23 学校給食費支援事
業

5,123 5,388 市町村等に対する事務説明や調
整等に要する経費

保健体育課

24 学校・家庭・地域
の連携協力推進事
業

73,040 73,040 コミュニティ・スクールと地域
学校協働活動を一体的に推進す
るための取り組みを行う市町村
への支援に要する経費

生涯学習振興課

ソ 25 離島読書活動充実
事業

16,617 16,024 図書館未設置町村に対する貸出
用図書の充実等に要する経費

生涯学習振興課

26 玉城青少年の家改
築事業

341,273 282,815 玉城青少年の家の多目的広場等
及び屋外トイレの整備に要する
経費

生涯学習振興課

ソ 27 首里城復興事業
（首里城跡景観整
備事業）

39,084 89,870 首里城跡内の城郭および通用門
等の保全に要する経費

文化財課

ソ 28 高校生伝統芸能分
野海外就業体験事
業

16,883 18,215 郷土芸能を観光資源として活用
できる実演家の育成に要する経
費

文化財課

ソ 29 琉球王国外交文書
等の編集刊行及び
デジタル化事業

30,338 34,299 琉球王国交流史の編集・刊行・
デジタル化及び調査等を行うた
めに要する経費

文化財課

☆ 30 埋蔵文化財収蔵施
設整備事業

43,642 0 沖縄県立埋蔵文化財センターの
収蔵庫増築に要する経費

文化財課



１　歳入歳出予算補正

（１）歳出 （単位：千円）

国庫 県債 特財 一財

△ 46,180 0 0 △ 54,000 7,820

1 3,905,291 △ 30,963 0 0 △ 54,000 23,037 3,874,328

2 129,566 △ 15,217 0 0 0 △ 15,217 114,349

807,795 987,254 0 0 △ 179,459

3 0 1,273,723 1,273,723 0 0 0 1,273,723

4 188,745 △ 22,500 0 0 0 △ 22,500 166,245

5 1,388,832 △ 187,858 △ 62,620 0 0 △ 125,238 1,200,974

6 4,188,527 △ 160,628 △ 160,628 0 0 0 4,027,899

7 385,013 △ 25,000 △ 20,000 0 0 △ 5,000 360,013

8 1,138,359 △ 40,088 △ 20,044 0 0 △ 20,044 1,098,271

9 341,043 △ 13,354 △ 6,677 0 0 △ 6,677 327,689

10 21,000 △ 16,500 △ 16,500 0 0 0 4,500

　【教育支援課】

県立高等学校端
末購入補助事業

高等学校等奨学
のための給付金
事業

バス通学費等支
援事業（補助）

通学費支払いが当初見込
みを下回ることに伴う減
額補正

特別支援学校就
学奨励費（補助
事業）

食材費負担軽減事業補助
金の活用により給食費の
単価が下がること（支給
額の減）に伴う減額補正

今年度の補助申請数が当
初見込みを下回ることに
伴う減額補正

公立幼稚園園務
改善のためのＩ
ＣＴ化支援補助
金

ＩＣＴ化支援補助金の申
請市町村数が当初見込み
を下回ることに伴う減額
補正

特別支援学校一
般管理運営費

感染症対策用のスクール
バス増便台数が、当初見
込を下回ることに伴う減
額補正

補正理由

公立学校共済組
合沖縄支部事務
費負担金

事務費負担金等の単価が
当初見込を下回ることに
伴う減額補正

公立学校情報機
器整備事業

「１人１台端末」を計画
的に更新するため、基金
を造成し、端末を計画的
に更新するとともに、予
備機の整備を進めるため
の補正

給付人数の実績減に伴う
減額補正

就学支援金等支
出事業

支援金の受給資格者数の
実績減に伴う減額補正

　【総務課】

職員給与費
各種手当の支給額及び支
給対象人員の減に伴う減
額補正

令和５年度２月補正予算（案）（教育委員会所管予算分）

No 所管課・事業名
既決
予算額

補正
要求額

財源内訳
改予算額



国庫 県債 特財 一財
補正理由No 所管課・事業名

既決
予算額

補正
要求額

財源内訳
改予算額

80,000 0 0 80,000 0

11 0 80,000 0 0 80,000 0 80,000

12 2,120,272 36,524 24,349 10,900 0 1,275 2,156,796

13 116,972 △ 36,524 △ 24,349 △ 10,900 0 △ 1,275 80,448

△ 2,125,134 △ 480,097 0 △ 1,622,000 △ 23,037

14 55,703,783 △ 990,719 △ 5,266 0 △ 607,000 △ 378,453 54,713,064

15 35,080,427 △ 1,134,415 △ 474,831 0 △ 500,000 △ 159,584 33,946,012

16 34,863,575 0 0 0 △ 397,000 397,000 34,863,575

17 15,144,401 0 0 0 △ 118,000 118,000 15,144,401

111,590 111,590 0 0 0

18 0 111,590 111,590 0 0 0 111,590

△ 51,223 △ 11,905 0 0 △ 39,318

19 149,301 △ 14,882 △ 11,905 0 0 △ 2,977 134,419

20 97,092 △ 26,316 0 0 0 △ 26,316 70,776

21 52,821 △ 10,025 0 0 0 △ 10,025 42,796

　【施設課】

　【学校人事課】

　【県立学校教育課】

　【義務教育課】

高等学校ＤＸ加
速化推進事業

沖縄県立学校教
育施設整備基金

旧伊良部高校売却に伴う
国庫補助金納付相当額を
基金積立するための補正

各種手当の支給額及び支
給対象人員の減に伴う減
額補正

財源振替

非常勤講師の採用人数が
当初見込みを下回ること
に伴う減額補正

小学校初任研非
常勤講師配置事
業

公立中学校教職
員給与費

高等学校教職員
給与費（単独事
業）

情報、数学等の教育を重
視するカリキュラムを実
施するとともにＩＣＴを
活用した文理横断的な探
究的な学びを強化する学
校などに対して、必要な
環境を整備するための補
正

特別支援学校教
職員給与費

校内自立支援室
事業

校内自立支援室事業委託
の実績減に伴う減額補正

公立小学校教職
員給与費

中学校初任研非
常勤講師配置事
業

施設整備補助事
業費（公共投資
交付金）

八重山特別支援学校温室
の計画変更に伴う減額補
正

学校施設整備補
助事業費（公共
投資交付金）

陽明高校校舎解体工事の
変更（アスベスト除去
等）に伴う増額補正



国庫 県債 特財 一財
補正理由No 所管課・事業名

既決
予算額

補正
要求額

財源内訳
改予算額

△ 147,067 △ 104,418 0 0 △ 42,649

22 239,550 △ 107,921 △ 66,635 0 0 △ 41,286 131,629

23 150,080 △ 20,575 △ 19,212 0 0 △ 1,363 129,505

24 44,143 △ 18,571 △ 18,571 0 0 0 25,572

△ 71,789 △ 59,605 0 0 △ 12,184

25 183,375 △ 71,789 △ 59,605 0 0 △ 12,184 111,586

170,935,907 △ 1,442,008 442,819 0 △ 1,596,000 △ 288,827 169,493,899

　【保健体育課】

　【文化財課】

文化庁国庫補助
事業

国庫内示減等に伴う減額
補正

部活動の段階的な地域移
行への取組みに関する市
町村への委託及び補助事
業が当初見込みを下回る
ことに伴う減額補正

県立学校等感染
症対策事業

保健衛生用品の購入につ
いて、当初の計画を変更
したことに伴う減額補正

スポーツ振興事
業費

学校給食事業費
補助対象経費が当初見込
みを下回ることに伴う減
額補正

歳出補正予算額計



（２）歳入 （単位：千円）

No 歳入科目名 既決予算額 補正額 改予算額 金額

△ 160,628

△ 6,230

△ 480,097

1,273,723

△ 62,620

△ 16,500

△ 447

111,590

△ 1,363

△ 18,571

△ 59,605

△ 31,905

△ 63,129

3
教育費委託金
(国庫支出金)

187,061 △ 17,849 169,212 △ 17,849

345,411

162,800

5 一般財源 － △ 288,827 － △ 288,827

6
他部局所管
財源

－ △ 1,699,550 － △ 1,699,550

36,993,162 974,580 37,967,742 974,580

２　債務負担行為補正 （単位：千円）

No 期間 限度額

1 令和６年度 179,880

建物売払代
80,000を歳出事業（No.11）に充当

82,800を県有施設整備基金積立金に
充当

歳出事業（No.1､2､4､5､7､8､9､12､13､
14､15､16､17､19､20､21､22、23､25)

私立学校等教育振興費(国庫支出金)
　歳出事業（No.22)

退職手当基金繰入金(繰入金)
　歳出事業（No.1､14､15､16､17）

節名・歳出事業番号

公立高等学校就学支援金
　歳出事業（No.6）

特別支援学校運営費
　歳出事業（No.9）

義務教育給与費
　歳出事業（No.14､15）

公立学校情報機器整備事業費補助金
　歳出事業（No.3）

高等学校等修学支援事業費
　歳出事業（No.5）

教育支援体制整備事業費交付金
　歳出事業（No.10)

特別支援学校運営費
　歳出事業（No.9)

高等学校等デジタル人材育成支援事
業費補助金　歳出事業（No.18)

4
不動産
売払収入
(財産収入)

0 508,211 508,211

教育調査研究費
　歳出事業（No.23)

土地売払代　歳出事業なし

345,411を県有施設整備基金積立金に
充当

県立高等学校端末購入補助
事業

県立高校における１人１台端末環境の整備に
要する経費

歳入補正予算額計
（No.5､6を除く）

事項 備　考

保健体育事業費
　歳出事業（No.23)

文化財保護費
　歳出事業（No.25)

沖縄振興特別推進交付金
　歳出事業（No.7､19)

学校保健特別対策事業費補助金
　歳出事業（No.8､22)

7,700,319

1
教育費国庫
負担金
(国庫支出金)

30,236,955 △ 646,955 29,590,000

新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金　歳出事業（No.24)

2
教育費国庫
補助金
(国庫支出金)

6,569,146 1,131,173



３　繰越明許費補正
（単位：千円）

No 事業 補正額

1
県立学校インターネッ
ト推進事業

74,000

2
公立学校施設整備事業
（公共投資交付金）

1,742,773

3
中学校施設整備負担金
事業費（公立学校施設
整備費負担金）

281,497

4
中学校施設整備負担金
事業費（負担金・超過
負担）

83,313

5
中学校施設整備補助事
業費（公共投資交付
金）

26,106

6
中学校施設整備補助事
業費（交付金・超過負
担）

559

7
高等学校施設改装・改
修事業費

64,827

8
高等学校施設塩害防
止・長寿命化事業費

71,409

9
高等学校危険防止対策
事業

10,000

10
高等学校DX加速化推進
事業

111,590

〔事業概要〕塩害防止・長寿命化対策工事
〔繰越理由〕施行箇所の追加に伴う事業計画の見直しにより十分な
工期の確保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕本部高校、宮古総合実業高校

〔事業概要〕法面対策設計
〔繰越理由〕法面対策の設計業務において、現地調査の結果、法面
の変状が広範囲に及び地すべりブロックの設計検討に不測の時間を
要したため。
〔事業箇所〕南部商業高校

〔事業概要〕デジタル・理数分野教育を強化した「DXハイスクー
ル」の環境整備に要する経費
〔繰越理由〕国の経済対策による２月補正予算であり、年度内の事
業完了が困難なため。
〔事業箇所〕県立学校11校程度

備　考

〔事業概要〕県立学校ネットワークの分析・診断(アセスメント)及
び課題のある通信機器等の応急処置(更新)に要する経費
〔繰越理由〕国の経済対策による11月補正予算であり、年度内の事
業完了が困難なため。
〔事業箇所〕県立学校74校

〔事業概要〕公立学校施設の整備に係る市町村への補助
〔繰越理由〕当初想定以上に地盤改良の必要が生じ、それに伴う工
事等の実施に不測の日数を要したこと等のため。
〔事業箇所〕那覇市ほか17市町村

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材価格等高騰による設計の見直しにより十分な工期
の確保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦中学校、桜中学校

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材高騰等による設計の見直しにより十分な工期の確
保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦中学校、桜中学校

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材高騰等による設計の見直しにより十分な工期の確
保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦中学校、桜中学校

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材高騰等による設計の見直しにより十分な工期の確
保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦中学校、桜中学校

〔事業概要〕高等学校の雨水対策工事の設計等
〔繰越理由〕現地調査の結果、貯留池の変状が広範囲に及ぶことか
ら、設計検討に不測の時間を要したこと等のため。
〔事業箇所〕北部農林高校、南部商業高校、南部農林高校ほか



No 事業 補正額 備　考

11
学校施設整備補助事業
費（公共投資交付金）

1,371,857

12
学校施設整備管理事業
費（公共投資交付金）

1,752

13
学校施設整備補助事業
費（交付金・超過負
担）

390,826

14
特別支援学校施設改
装・改修事業費

37,721

15
特別支援学校施設塩害
防止・長寿命化事業費

91,995

16 文化財補助事業費 1,815

17
青少年教育施設営繕事
業

24,711

18
県立学校施設災害復旧
事業費

60,000

4,446,751

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材価格等高騰による設計の見直しにより十分な工期
の確保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦高校、陽明高校ほか

〔事業概要〕消防設備等更新工事の設計
〔繰越理由〕　落雷等により非常用放送設備の不具合が生じたた
め、急遽、設計業務を発注したが、入札不調により年度内完了が困
難となったこと等のため。
〔事業箇所〕沖縄盲学校、大平特別支援学校ほか

〔事業概要〕令和５年台風第６号による被災箇所の復旧
〔繰越理由〕台風第６号に係る災害復旧事業について、災害査定や
入札不調等により、十分な工期の確保が困難となったこと等のた
め。
〔事業箇所〕県立高校８校

合計

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材価格等高騰による設計の見直しにより十分な工期
の確保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦高校、陽明高校ほか

〔事業概要〕校舎改築工事
〔繰越理由〕資材価格等高騰による設計の見直しにより十分な工期
の確保が困難となったこと等のため。
〔事業箇所〕開邦高校、陽明高校ほか

〔事業概要〕塩害防止・長寿命化対策工事
〔繰越理由〕施工箇所の追加による修正設計や外壁補修個所の増に
より、十分な工期の確保が困難となったため。
〔事業箇所〕鏡が丘特別支援学校

〔事業概要〕史跡等総合活用整備等
〔繰越理由〕設計委託の入札不調に伴う計画の変更により、不測の
日数を要したため、工事の年度内の完了が困難となった。
〔事業箇所〕竹富町、北谷町、沖縄市、那覇市

〔事業概要〕宮古青少年の家の耐震改修工事
〔繰越理由〕２度の入札不調に伴い、発注計画を見直すことが必要
となり不測の日数を要し、年度内の完了が困難となったため。


